


巻頭言



1

2011 3 18

2009 9

10%

75
28

二元代表制と議会改革の課題　1



2

2009

?
15

1

1950

1960
70

2　二元代表制と議会改革の課題



3

2

150

1979

3

1975
180

23 1987 125
19

40 336 50
1991

349
51.4 4

二元代表制と議会改革の課題　3



4

1990
93

95

2000

2004

1983

87
65 65

55 56 49
32

40

142

277

336 349

289

232
273

268

206
180 169

137 125
109 88 100

72
86 82

148 162
179

198

278

397

485

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

4　二元代表制と議会改革の課題



5

1999
3,232 2006

1,821 1,727

2006

2007

1995
3 2010 17 36%

2
1995 179 26 2007

397 49
2010 485 60

5 1

1975

16
12

10

5 5
1 1 1 0

8

25

30
33 32 31

39

32
28

21

11

5 5 4 5
8

1
3

10 9

1 0 0

5
3

6

11
8

17

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

二元代表制と議会改革の課題　5



66　二元代表制と議会改革の課題



7

2011

19
1979 2 111

1979 5 3 4

1985

二元代表制と議会改革の課題　7



8　川崎市「作業報酬下限額」決まる



川崎市「作業報酬下限額」決まる　9



10　川崎市「作業報酬下限額」決まる



川崎市「作業報酬下限額」決まる　11



12　川崎市「作業報酬下限額」決まる



13

2011 3 24

200

40%
1 2011

NPO
2 24% 3

22% 4 21%

2010

4
5

2006 10 2008 4 1
2 3

2010
5

5 1

9 30

9 22

4

6

神奈川における自治基本条例の動向　13



14

12 32

12 40
5

19

12
8

7
5

11
7

13
3

5
4 1

14　神奈川における自治基本条例の動向



15

3

2000

神奈川における自治基本条例の動向　15



16　神奈川における自治基本条例の動向

【別 表】



17

2011 3 1

4 1
94

2011 3 8

2

2008 5

2010 11

11 1
2011 2

2011 1

10 26
1 2
3 4

5 6

7 8
9
10

3

3 16

14

茅ヶ崎市議会が議会基本条例を制定　17



18

13

2

6

15

15 2

2010 11 24 12 24
15 2

186

4

3

3
10

2011
2 9

4 30
4 24

7 2

26

18　茅ヶ崎市議会が議会基本条例を制定



19 

23 4 1

茅ヶ崎市議会が議会基本条例を制定　19



20 20　茅ヶ崎市議会が議会基本条例を制定



21 茅ヶ崎市議会が議会基本条例を制定　21



22 

2011 3 18 1

1

2 1
2 1

1 31

2011 2 1 3 31

2011 4 1

14 43

1 4
2 3

1
2 2011

3 2011
4

22　公益社団法人となって最初の総会開かれる
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 編集後記

　東日本大震災の影響が未だ収束しない中、2011 統一地方選挙の前半戦が幕を閉じた。決まり事

のように防災対策の重要性を訴える候補者の言葉に、なぜか虚しさを感じずにいられなかったの

は、私たちの想定をはるかに超える規模の自然災害や、人災ともいうべき原発災害の脅威を目の

当たりにしてしまったからだろう。これから起こりうる天災に万全の備えなどありえないが、こ

の国には災害による苦難を乗り越えてきた先人たちの智恵と経験が豊富にある。彼らの偉業に比

べれば、目前にある地方政治の課題を乗り越えることなど、はるかに容易なことなのかもしれない。

いま私たちがやるべきことは、政治についても一人ひとりが当事者意識を持って行動を起こすこ

とだと、認識を新たにしている。 （谷本有美子）

　本号から表紙デザインを一新した。また、巻頭コラムも新設した。これまでの表紙デザインは、

1998 年 12 月号（67 号）から始まっており、13 年間という長きにわたり会員・読者に親しんでい

ただいたものと思う。公益法人への移行という節目をむかえ、表紙を変えるだけでなく、内容も

一層充実したものとなるよう、心がけていきたい。会員・読者各位の感想・意見など寄せていた

だければ幸いである。                                                                                      （勝島行正）




